










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1957 1.7億 0.12億　（7.2） 1.4億　（79.4）
1960 2.3億 0.10億　（4.3） 1.9億　（82.4）
1965 6.7億 0.18億　（2.7） 6.1億　（91.4）
1970 12.4億 0.52億　（4.2） 10.9億　（87.9）





















国立公園局総予算額 175.9億円 100.0 244.8億円 100.0
内訳
（１）一般管理運営費 4.5億円 2.5 4.5億円 1.8
　　 （人件費，庁費）
　　 本省費 2.8億円 1.6 2.8億円 1.1
　　 地方管区事務局費 1.6億円 0.9 1.6億円 0.6
（２）保護及び管理費 37.5億円 21.3 41.6億円 16.6
（３）建設費 101.0億円 57.4 162.1億円 66.2























































































現役官僚 10名 21.7％ 13名 28.8％ 13名 28.8％ 10名 23.2％ 10名 23.2％
元官僚 10名 21.7％ 15名 33.3％ 15名 33.3％ 13名 30.2％ 15名 34.8％
小計 20名 43.5％ 28名 62.2％ 28名 62.2％ 23名 53.4％ 25名 58.1％
政治家・
実業家
9名 19.5％ 10名 22.2％ 10名 22.2％ 6名 13.9％ 5名 11.6％
大学教授・学
者・文化人
10名 32.7％ 7名 15.5％ 7名 15.5％ 14名 32.5％ 13名 30.2％
尾瀬保存期成
同盟参加者
16名 34.8％ 9名 20.0％ 1名 2.0％ 1名 2.3％ 1名 2.3％
日本自然保護
協会参加者
16名 34.8％ 11名 24.4％ 12名 26.6％ 7名 16.2％ 8名 18.6％





















































浜野規矩雄 元厚生省予防衛生局長 津田正夫 国家公安委員
児玉政介 元厚生省官僚事務次官 中村建城 新都市開発センター
株式会社社長
田村剛●〇 元国立公園官僚 林修三 首都高速公団理事長
足立収 元内務省神社局官僚 原文兵衛 公害防止事業団理事長
吉坂俊蔵 元戦後内務社会局長 吉村清英 森林開発公団理事長
金森誠之 元内務省官僚，河川技師 政治家・実業家
折下吉延●〇 元宮内技師，造園家 荒垣秀雄 朝日新聞社社友，評論家














山縣勝見 元厚生大臣，政治家 原島進 慶応大学名誉教授
根津嘉一郎 東武鉄道社長 桧山義夫〇 東京大学教授
浜口雄彦 銀行役員 尾留川正平 東京教育大学教授
諸井貫一 秩父セメント社長 深田久弥 作家
松方三郎●〇 共同通信，登山家 宝月欣二 東京都立大学教授




























田中敬爾●〇 立正大学教授（地理学） 佐藤昌 都市計画協会常務理事
辻村太郎●〇 東京大学教授（地理学） 鈴木忠義 東京工業大学助教授






谷口吉郎 東工大教授（建築家） 高野日出男 日本鉱業協会専務理事
福島慶子 評論家 宮脇昭 千葉大学助教授
注：1957年の委員は前掲『自然保護行政のあゆ
み』，484－5頁。
注：1968年の委員は『国立公園』1968年９月，
No.225・6，36－7頁から作成。
日本自然保護協会の参加者は，1966年理事
（『国立公園』1966年12月，32頁）と1967年
の理事（『自然保護のあゆみ』211―2頁）を
対象とした。
注
（１）前掲拙著『自然保護と戦後日本の国立公園制度』，96－7頁。
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（２）　国立公園行政当局の一般的な政策概要
高度成長期における国立公園政策を企画し実行を導いた国立公園行政当
局は，これまで述べてきた面からも，戦後の国立公園行政当局と比べて特
筆すべき方向を示さなかった。
国立公園行政当局は，戦後の国立公園行政管理機構を，ごく一部を改善
して引き継いだだけで，日本の国立公園制度の構造的な欠陥であった安上
がりで脆弱な行政管理機構を克服する努力を怠ってきた。
そして国立公園行政当局が実施した政策は，国立公園制度を根本的に改
善することなく，国立公園の利用の増大を反映して，政府のすすめる観光
政策に応じて，国立公園の観光的利用の施設を整備する政策と国立公園の
量的な拡大政策を積極的に推進するだけであった。
そうした政策の結果は，国立公園の利用の増大を促進し，国立公園の過
剰な利用による国立公園内の著しい自然破壊，環境侵害，景観毀損であっ
た。しかし国立公園行政当局は，脆弱な国立公園行政管理機構を改めて，
国立公園の自然，環境，景観の保護政策を展開することを放棄してきた。
高度経済成長も軌道に乗ってきた1960年代の半ば，国立公園の過剰な利
用が国立公園の自然破壊，環境侵害，景観毀損が問題化した際に，国立公
園行政当局は，そうした現象を察知し，自然公園審議会を通じて，国立公
園の過剰利用の実態に警告を発し，国立公園の保護と管理の強化を提言さ
せた。
しかし国立公園行政当局は，国立公園制度の意義を無視する政府のもと
で，脆弱な国立公園行政管理機構を具体的に改めて，国立公園の自然，環
境，景観を保護する体制を築く政策を打ち出すことができなった。
残念ながら社会も国民も，そうした国立公園行政当局にたいして大きな
高度成長期における脆弱な国立公園行政管理機構
（２）同上，232頁以下参照。
（３）同上，326頁。
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圧力をかけ，国立公園行政当局に脆弱な国立公園行政管理機構を改めさせ，
国立公園内の自然と環境，景観を積極的に保護する政策を実施させること
に成功しなかった。
（３）高度成長期における主要な国立公園政策の展開
①　自然公園審議会の国立公園の量的拡大化政策の承認
高度成長期における自然公園審議会が提起し承認した基本的な国立公園
政策は，内容的に三つに分けられる。
第１は，国立公園制度の拡大・拡充についての政策の承認であり，第２
は，国立公園制度の有り方についての特別な政策の提起であり，第３は，
国立公園の利用計画の承認であった。
国立公園制度の拡大・拡充政策は，戦後後期に形成された国立公園制度
の充実，整備拡大政策を継承して，新しい時代に即応して立案されたもの
であった。したがって，それは，特別に注目すべき国立公園政策ではなか
った。
自然公園審議会は，国立公園行政当局の意図にしたがって，国立公園制
度の拡大・拡充政策の一連の答申をおこなった。それを表にしたものが，
表２－12である。
1957年から1971年の自然公園審議会の答申が候補地として承認し，新規
に指定された国立公園は，1962年に白山，1963年に山陰海岸，1964年に南
アルプスと知床，1972年に西表，小笠原，足摺岬宇和などであった。
指定された地域は，それぞれ国立公園に指定されるだけの価値を強くも
ったものも多く，国立公園に指定しなければ，観光乱開発の犠牲になった
に違いない地域であった。その限りで高度成長期の国立公園の新規指定は，
たとえ財政的な裏づけや十分な管理体制をともなわなかったとは言え，わ
が国の貴重な自然，優れた景観の保護にとって極めて重要な意義をもって
いたと指摘できる。
さらに自然公園審議会は，表２－12に示したように，既存の国立公園の
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地域拡大も承認した。しかしこれら既存の国立公園の地域拡大は，政府が
真面目に国立公園財政を担保し国立公園管理を厳しく実施する手立てもな
しに行なわれたという意味では，国立公園数量のインフレ化，制度の乱発，
国立公園制度の希釈化であり，国立公園制度の真の意義を失わせるもので
もあった。国立公園制度をもっとコンパクトにして管理の内実を強化すべ
きだったという政策の方向もありえたのではなかろうか。
自然公園審議会は，1958年から1971年までに33カ所を国定公園に指定
し，多くの地域で国定公園を拡大した（1）。
高度成長期における脆弱な国立公園行政管理機構
表２－12　国立公園の新規指定と地域拡大
指定 指定年月
白山 1962年11月
山陰海岸 1963年７月
南アルプス 1964年６月
知床 1964年６月
西表 1972年５月
小笠原 1972年10月
足摺宇和海 1972年11月
利尻礼文 1974年９月
拡大・改名 拡大・改名年月 拡大地域
瀬戸内海 1963年３月９日 加太地域
大山 1963年４月１日 隠岐島，島根半島，三瓶山，韮山などの地域
霧島屋久島 1964年３月16日 旧国定公園錦江湾，屋久島の地域
陸中 1964年６月１日 釜石以南の地域
富士箱根伊豆 1964年７月７日 旧伊豆七島国定公園地域
吉野熊野 1965年３月25日 洞川地域
雲仙天草 1965年12月５日 天草五橋沿線地区
瀬戸内海 1968年８月23日 五色台地区
吉野熊野 1970年７月１日 錆浦地区
陸中海岸 1971年１月22日 久慈海岸地区
瀬戸内海 1971年４月12日 六甲山地区の一部
注：『国立公園』誌に報告された自然公園審議会各答申より作成。
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国立公園の拡大・充実，国定公園の拡大は，レジャー・観光の大衆化に
答える対策であったが，決して財政的手当と行政管理機構の充実をともな
わない国立公園制度の水ぶくれ状態を生んだ。当然これは問題化する。す
でにみたように，1966年の行政管理局の勧告や自然公園審議会自身による
そうした問題への反省を生むことになるが，しかし反省は，ほとんど実行
性のないものであった。
既存の自然公園の管理保護の不十分さを放置しておいて，その量的な拡
大をはかるのは，とくに国立公園について言えば，国立公園制度の本質を
希釈するものであり，将来には幾分とも意義を残すかもしれないが，その
意義を低めるものであったと指摘しなければならない。
②　自然公園審議会による貧困な国立公園管理保護政策の提言
つぎに問題となるのは，国立公園制度の有り方についての自然公園審議
会の政策提言である。
高度成長後期に入ってから，国立公園制度の有り方についての注目すべ
き自然公園審議会の動きが起きた。すでに前章で指摘したように，それは，
園田直厚生大臣に提出した「自然公園制度の基本方策に関する答申」であ
った（1）。
この答申については前章で詳しく紹介したので，ここでは詳しい論述を
省くが，要するに「答申」は，国立公園制度の欠陥，行政管理機構の脆弱
性，貧しい国立公園財政，国立公園保護政策の不十分さを指摘し，それら
の改善の提言であった。その限りで「答申」は，以前にない画期的な提言
であったと評価できないことはない（2）。
しかし政府は，この提言を多分に抽象的であったためもあるが，完全に
無視した。国立公園行政当局は，自然公園審議会も，日本自然保護協会も
注
（１）国定公園の拡大の実態については，紙数の事情で省略した。
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含め，政府の提言無視を覆すことができなかった。だからその提言は，そ
の後に何ら実行されない絵もち的な提言に終わった。
この答申のほかに，国立公園制度の有り方についての自然公園審議会の
政策提言は，すでに指摘した貴重な自然地域である４国立公園の内の，知
床半，南アルプス，白山国定公園の国立公園指定であり，さらに，1972年
の西表，小笠原の国立公園指定準備の提言であった（3）。
そのほかとくに自然保護の政策についての「答申」では，環境庁成立後
に実現したものもあった。例えば，「答申」では特別地区の３種ランク付
け，自然保存地区の設定が提唱された（4）。「保護計画」で従来，特別地区を
第１種，第２種，第３種に区分して規制に強弱をつけていたものを制度化
する必要が提起されたが，後年の自然公園法の改正に際して採用された（5）。
また「自然保存地区」の設定の提言もあったが，自然公園法の中では実
現せず，また結果的には，「自然保存地区」設定の提言は，環境庁への国立
公園行政の吸収後，国立公園制度と別個に制定された（６）。
以上のように「答申」は，積極的な国立公園制度の改善提言を含んでい
たが，その施策内容は，抽象的で具体的な施策の提言を欠いており，実際
に1968年以降，1970年代においてもほとんど実施されなかった。
高度成長期における脆弱な国立公園行政管理機構
注
（１）「自然公園行政の基本に関する答申」，『国立公園』1968年６月，No.223。
（２）拙稿「高度成長期における自然公園法下の国立公園制度の基本的枠組」，
『経済志林』第80巻第２号を参照。
（３）『国立公園』1968年６月，No.223。
（４）前掲「高度成長期における自然公園法下の国立公園制度の基本的枠組」，
『経済志林』第80巻第２号，79頁。
（５）加藤峰夫『国立公園の法と制度』，古今書院，2008年，73―４頁参照。
（６）同上，第５章を参照。
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③　自然公園審議会による園立公園の国民的な利用計画の承認
国立公園内の園立公園利用計画の一般的な承認
国立公園行政当局は，すでにみた政府の積極的な観光政策に後押しされ
て，戦後末期から高度成長期にかけて，自然公園法に国立公園は「優れた
自然の風景地を保護するとともに，その利用を図り，もって国民の健康，
休養及び教化に資することを目的」とする規定されているので，国立公園
を国民の利用に期するための施策を積極的に講じてきた。
とくに高度成長期に入って政府が東京オリンピックを奇貨として観光開
発政策を展開したのに応じて，国立公園行政当局も，国立公園の国民的利
用のための開発，観光・レクリエーション施設の建設を積極的にすすめた。
自然公園法が制定された年の堀木厚生大臣は，自然公園法制定に際して
の挨拶で「自然保護の目的を達した自然公園の体系」が「一面において利
用層の拡大に伴うある種の欠陥も現れてきた」ことを認めながら，国立公
園の行政管理機構の充実を主張するかわりに，「一刻も忽にできないのは，
利用施設整備の問題である」と主張した（1）。
自然公園法の施行令第４条は，公園事業として次のような利用「施設」
を認めていた。道路，橋，広場，園地，宿舎，休憩所，展望施設，のほか，
「野営所，運動場，水泳場，舟遊場，スキー場，スケート場，ゴルフ場，及
び乗馬施設」，さらに「運輸施設」，「自動車，船舶，水上飛行機，鋼索鉄道
又は索道」（ケーブルカー，ロープウエーのこと）などの施設である。要す
るに，ほぼ一般的なあらゆる観光・レクリエーション・娯楽施設の建設が
原則的に認められていた（2）。
こうして国立公園行政当局は，すでにみたように，政府の国立公園の観
光開発の基本政策として国立公園内に有料高速観光道路の建設計画をた
て，自然公園審議会は，それらの計画を，二，三の例外を除いてほぼ全面
的に承認した。この二，三の例外については別途詳論する。国立公園内の
有料高速観光道路建設は，国立公園の国民的な利用を増大させる大きな基
盤となった。
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さらに国立公園行政当局は，こうした有料高速観光道路のほか，国立公
園内の大型利用施設開発計画，山岳観光用のロープウエー，スキー場，ゴ
ルフ場，宿泊施設，その他のインフラ施設（駐車場，トイレ，道路）など
のレクリエーション・観光・娯楽施設の建設計画をたて，自然公園審議会
は，ここでも二，三の例外を除いてそれらをほぼ全面的に承認した。
園立公園利用計画にとって重要な意味をもつのは，集団施設地区制度で
あった。自然公園法は，第23条で国立公園等の利用のために「集団施設地
区」の指定を定めたが，立ち入った規定はなく，国立公園行政当局にとっ
ては，「自然公園内にあって，一定の範囲を定めて宿泊・休養・教化施設を
総合的に整備し，自然公園の利用基地とするため」の制度としてとらえら
れていた（3）。
国立公園行政当局は，この「集団施設地区」を中心に宿泊・休養・教化
施設の公園事業計画をたてて，審議会がそれを承認して計画を実現してい
った。
しかし，国立公園の国民的な利用施設の建設，整備は，国立公園の管理・
保護を十全なものにして行なわなければ，国立公園の自然，環境，景観を
破壊し毀損することになる。すでに瞥見したように，国立公園財政は，も
っぱら国立公園の利用施設の建設，整備のために支出され，国立公園の管
理保護のために支出されなかった。そのために何が生じるかは自ずと明ら
かであった。
国立公園内のレクリエーション・観光施設の開発計画の承認
自然公園審議会は，国立公園内に有料高速観光道路の建設計画を承認し
たほか，国立公園内における一連のレクリエーション・観光施設の開発計
画（ロープウエー，ケーブルカー，ゴルフ場，スキー場の建設計画など）
を承認した。
とくにレクリエーション・観光施設の開発計画は，おもに関連自治体に
よる地域経済活性化のための地域開発計画として提起され，国立公園行政
当局は，これを受け止めて国立公園事業計画としてまとめ，自然公園審議
高度成長期における脆弱な国立公園行政管理機構
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会の承認をえて実現していった。
政府の観光審議会は，1959年にだした「答申」の「観光施設整備に関す
る計画」で，「国立公園利用施設」について「重点地域内における国立公園
の園地，園路，路傍駐車展望施設等，利用施設の整備」をうたい，国立公
園整備４カ年計画の事業費総額28.4億円を計上した（4）。
これを受けて国立公園行政当局は，すでにみた国立公園の利用施設の整
備に励み，国立公園内におけるケーブルカー，ロープウエーの建設計画を
提起し，自然公園審議会もそれを承認した。
表２－13に示したように，多くの国立公園内に観光用のケーブルカー，
ロープウエーが建設された。
ケーブル，ロープウエーの建設は，有力な国立公園内の特別地区や自然
保護地区の景観，貴重な自然環境地域への大量輸送をもたらし観光を容易
化し過剰利用を生み，大幅な自然破壊をともない，環境汚染，景観毀損を
生む可能性が大きかった。
それゆえ国立公園内のケーブルカー，ロープウエーの建設については，
国立公園部行政当局の周辺にも，警戒視する意見があった。
例えば，国立公園部の官僚池ノ上は，1959年に「特にブームを呈してい
る情況から注意を払うべきものに，ケーブルカーやロープウエイの問題が
ある」とし指摘し，「公園利用施設として法定」されているが，「事業の性
質上，営利事業として企画されこの事業は，その企業価値を高めるため，
殊更景観保護上，極めて重要な影響があると認められる場合がある」と警
告している（5）。
国立公園官僚だった江山正美は，「国立公園における保存と開発の問題の
中で，見解の対立する最も困難な問題ロープウエー」について論じた。要
するには，江山正美は，国立公園内の車道については肯定的に考えるが「こ
れに反してケーブルカーやロープウエーに対しては病的なほどの感覚で否
定する傾向が強い」と指摘した。彼の意見は，「ロードレスエリヤの周辺ま
でロープウエーや車道を計画することは誤りである」が，車道のある「自
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然景観地にロープウエーを否定する根拠は何ら見当たらない」と言うので
ある。そしてこのロードレスエリヤは，江山正美によれば，アメリカなど
で言われる「収容力が少なくしかも原始的景観地区」，「日本流にいえば国立
公園内の特別保護地区つまりすぐれた原始景観地域」と言うことである（6）。
確かに国立公園行政内部には，ケーブルカーやロープウエーについての
考え方に多少の違いはあったにせよ，自然公園審議会は，富士山のケーブ
高度成長期における脆弱な国立公園行政管理機構
表２－13　国立公園内のケーブルカー，ロープウエーの運行・建設
建設及び（建設計画）
1957年 雲仙国立公園（雲仙ロープウエー運転開始）
阿蘇国立公園（阿蘇山ロープウエー運転開始）
支笏洞爺国立公園（登別温泉ケーブル運転開始）
瀬戸内海国立公園（六甲ケーブルカー運転開始）
瀬戸内海国立公園（屋島の登山電車建設計画）
富士箱根国立公園（富士山ケーブルカー建設計画）
1958年 富士箱根国立公園（箱根駒ヶ岳ケーブルカー営業開始）
1959年 中部山岳国立公園（白馬八方尾根ロープウエー）
支笏洞爺国立公園（有珠山ロープウエー認可）
富士山ケーブルカー建設計画（山梨側案，静岡側案）
瀬戸内海国立公園（屋島の登山電車建設計画）
1960年 富士箱根国立公園（箱根ロープウエー開通）。
上信越国立公園（志賀高原の高原ロープウエー認可，谷川岳ロープ
ウエー認可）
1961年 上信越国立公園（草津逢の峰ロープウエー認可）
阿蘇国立公園（鶴見ロープウエー認可）
1963年 富士箱根国立公園（駒ヶ岳ロープウエー建設）
1965年 大山国立公園（大山ケーブルカー開通）
1967年 大雪国立公園（大雪山黒岳ロープウエー営業開始）
南アルプス（駒ヶ岳ロープウエー営業開始）
中部山岳国立公園（岐阜側から西穂高と上高地から西穂高への２ケ
ーブルの建設計画）
中部山岳国立公園（上高地地下鉄道建設計画案）
注：『国立公園』誌の自然公園審議会ニュースなどから作成。
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ルカー，宮島ケーブルカーの建設計画など二三の例外を除いて大方の計画
を承認したのである（7）。
国立公園行政当局は，レジャー大衆化を背景にして，レクリエーション
の華ともいうべきスキー場，ゴルフ場の建設計画を支持し，自然公園審議
会もそれをほぼ全面的に承認していった。
国立公園内にあえてゴルフ場やスキー場を建設することは，建設時の自
然破壊，景観毀損，平常時の農薬散布，地形改造に伴う異変，排水，環境
汚染，などを生む可能性が大きく，国立公園の保護・環境保全の観点から
慎重に扱い，なるべく避けなければならないものであった（8）。
しかしレジャーブームを背景に，政府の後押しによって，国立公園関連
自治体の地域開発，観光開発計画の要求を受け入れて，国立公園行政当局，
自然公園審議会は，国立公園内にゴルフ場，スキー場の建設計画をほぼ全
面的に承認していった。
表２－14は，高度成長期に国立公園内で建設が承認されたゴルフ場を示
したものである。
自然公園審議会は，ゴルフブームの第１期である1957年からの約10年間
に，国立公園内の多くのゴルフ場建設計画を承認してきた。
高度成長期のゴルフ場の数は，一般的には1957年には116ケ所，1960年
には195ケ所，1965年には424ケ所，1970年には583ケ所と急速に増大して
くるが，その後ゴルフ場開発ブームに比べればまだ絶対数はそれほど多く
はなかった。そしてまだゴルフ場での自然破壊，過剰な除草剤，防腐剤な
どの農薬投与などによるゴルフ場の環境汚染は顕在化せず，ゴルフ場建設
反対運動もまだ起きなかった（9）。そのため国立公園内の多くのゴルフ場建
設問題もまだ問題化しなかった。
国立公園当局は，レクリエーションの一つとしてスキーについては早く
から関心を示していた。『国立公園』誌にも度々スキー，スキー場の問題が
取り上げられてきた。
スキー場の開発は，規模にもよるが，スキーゲレンデの造成，リフト，
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ロープウエーの設置のために大幅な自然破壊，環境汚染，景観毀損をとも
なうため，ゴルフ場にもまして問題が多かった。
それでも1960年代にはまだスキーブームもそれほど大きくはなく，国立
公園内のスキー場乱開発は，弊害もそれほど激しくなく，まだ大きな問題
として顕在化しなかった。
それでも自然公園審議会は，一部に自然保護に配慮して，貴重な地域の
開発を認めない事例もあった（10）。
表２－15は，1960年12月現在までに国立公園内で開発が認められたスキ
ー場を示したものである。すでに国立公園内にたくさんのスキー場が存在
していることがわかる。
表２－16は，1960年以降の建設許可された国立公園内のスキー場である。
スキー場は，多くのスキーヤーが楽しみ大きな経済効果を生み出すが，
ゴルフ場以上に自然破壊，環境汚染，景観毀損に問題を残す。
高度成長期における脆弱な国立公園行政管理機構
表２－14　国立公園内のゴルフ場建設許可・1957年以降
建設許可
年次　　
ゴルフ場名
1957年 瀬戸内海国立公園（４ゴルフ場）
1958年 富士箱根国立公園（山中ゴルフ場，富士箱根の仙石原ゴルフ場）
瀬戸内海国立公園（神戸ゴルフ場）
1959年 富士箱根国立公園（三島市海の平ゴルフ場』
1960年 富士箱根国立公園（箱根蛸川ゴルフ場，箱根野馬ヶ池ゴルフ場，
静岡県田方郡茨ヶ原ゴルフ場）
磐梯朝日国立公園（猪苗代町沼尻のゴルフ場）
上信越高原国立公園（赤倉ゴルフ場）
朝日磐梯国立公園（猪苗代沼尻ゴルフ場）
1961年 阿蘇国立公園（別府扇山ゴルフ場）
富士箱根伊豆国立公園（本栖・富士ヶ峯ゴルフ場）
1963年 富士箱根伊豆国立公園（箱根町湖尻ゴルフ場）
1965年 阿蘇国立公園（阿蘇町赤水ゴルフ場）
注：『国立公園』誌の自然公園審議会ニュースなどから認可が確認されたもの。
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国立公園内のゴルフ場，スキー場は，多くの問題をかかえたが，1960年
代には，そうした問題は見過ごされ，無視されていった。国立公園内のゴ
ルフ場，スキー場の問題は，70年代80年代に，ゴルフ場，スキー場の乱開
発，リゾート開発ブームの中で大問題となり，自然保護運動の主要な対象
となっていくのである。
最後に国立公園内の公共宿泊施設について言えば，国立公園行政当局は，
表２－15　1960年までに承認された国立公園内のスキー場，リフトとロープウ
エーの建設
国立公園名 スキー場，リフトとロープウエー
大雪山 士幌糠平，層雲峡，勇駒別，十勝岳（リフト数不明）。
支笏洞爺 定山渓，登別，オロフレ（リフト数不明）。
十和田八幡平 酸ヶ湯，蒸の湯，八幡平（リフト数不明）。
磐梯朝日 沼尻（リフト１），信夫高湯リフト１，土湯（リフト１），岳（リ
フト１），猪苗代（リフト２），裏磐梯（リフト１）。月山，白布
（リフト数不明）。
日光 那須湯本（リフト１），塩原新湯（リフト１），日光湯元（リフ
ト２），中宮司（ロープウエー），鬼怒高原（シャンツエ）。
上信越高原 苗場，土合，四万，鹿沢（リフト数不明）。谷川岳（リフト１，
ロープウエー１）。草津（リフト４，ロープウエー１）。万座（リ
フト４，ロープウエー）。
志賀高原の丸池（リフト３，ロープウエー１），木戸池（リフト
１），法坂（リフト２），発哺（リフト６，ロープウエー１），熊
の湯（リフト５）。
山田温泉（リフト１）。菅平（リフト３），新鹿沢（リフト１）。
高峰（リフト３）。
妙高高原の妙高赤倉（リフト１１），池ノ平（リフト３），五最
杉（リフト１），関（リフト１），燕（リフト１）。
中部山岳 平湯（リフト１），乗鞍の鈴蘭（リフト数不明）。立山弥陀ヶ原
（リフトなし）。
富士箱根伊豆 籠坂峠，小御岳（リフト数不明）。
大山 大山寺（リフト３），桝水原（リフト１）。
注：『国立公園』1960年12月，No.133，２頁より作成。
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国立公園の利用整備のために国民宿舎，休暇村建設計画を提起し，自然公
園審議会は，それらを問題なく承認していった。
国立公園内の公共宿泊施設は，その不足，不十分さ，貧しさの問題はあ
っても，国立公園内のケーブルカー，ロープウエー，ゴルフ場，スキー場
の大型開発と比べればほとんど問題性がなかった。従って紙幅の都合もあ
るが，ここで立入った検討は割愛する。
高度成長期における脆弱な国立公園行政管理機構
表２－16　1960年以降の建設許可された国立公園内のスキー場
年次 スキー場名
1961 日光国立公園（福島県新甲子スキー場）
十和田八幡平国立公園（雫石網張スキー場）
日光国立公園（霧降高原丸山スキー場，那須湯本スキー場，天狗の
鼻スキー場，鶏頂山スキー場）
大雪山国立公園（士幌町糟平スキー場）
1962 支笏洞爺国立公園（定山渓スキー場）
上信越高原国立公園（苗場山麓スキー場，小県嬬恋地蔵峠スキー場）
1965 大雪山国立公園（十勝岳スキー場）
注：『国立公園』誌のニュースから作成。
注
（１）堀木謙三「国立公園行政に思う」，『国立公園』1957年10月，No.95，１頁。
（２）『国立公園』1957年11月，No.96，18頁。
（３）前掲『自然保護行政のあゆみ』，125頁。
（４）『国立公園』1959年10月，No.11，7－8頁。
（５）池ノ上容「自然公園の利用施設と景観保護」，『国立公園』1959年４月，
Ｎo.113，９頁。
（６）江山正美「自然と人間・保存と開発」，1968年12月，No.229，6－7頁。
（７）「ニュース」，『国立公園』1959年７・８月，No.116・7，21頁。これら問
題化した計画，中止した計画については，別稿で詳しく論じることにした
い。
（８）ゴルフ場，スキー場の公害についてはここで詳しく論じる紙幅がないの
で，ゴルフ場については谷山鉄郎『日本ゴルフ列島』，1991年，講談社，ス
キー場については藤原信『スキー場はもういらない』，1994年，緑風出版，
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あとがき
以上、もっぱら高度成長期における脆弱な国立公園行政管理機構につい
て述べ、脆弱な国立公園行政管理機構のもとで生み出された政策は、国立
公園の熱心な保護・管理ではなく、国立公園の利用施設の整備であったこ
とを明らかにした。
これらの点については、さらに今後の論稿において詳論することになる
が、次章では、高度成長期における貧弱な国立公園財政について詳論する
ことにする。
を参照されたい。
（９）拙著『レジャーと現代社会』，1999年，法政大学出版局，283頁。
（10）苗場山麓スキー場の認可経緯については，『国立公園』1969年10月，No.239，
27－9頁参照。
